
図２１ ポストドクター経験者の研究開発者としての採用実績の推移

出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」 （2009年1月文部科学省）

○ 企業はポストドクター経験者を積極的には採用していない。また、採用実績の推移はほとんど変化が見られない。
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図２２ 米国における大学院学生に対する経済的支援の状況

○ 米国の科学及び工学分野の大学院生は、約65%の者が何らかの経済的支援を受けており、約４割の者
が生活費相当額の支援を受けている。

※「NSF, Science and Engineering Indicators 2008」より文部科学省作成
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4,４０0人

優れた資質や能力を有する人材が、博士課程（後期）進学に伴
う経済的負担を過度に懸念することなく進学できるようにする
ことは、優れた研究者を確保する観点から必要であり、博士号
取得者の多様なキャリアパスの拡大に資する。

フェローシップの拡充や競争的資金におけるＲＡ等による支給
の拡大等により、平成２２年度までに博士課程（後期）在学者
の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す。

背景

今後の方針

フェローシップ型の支援の拡充や競争的資金等によるプロジェクト雇用型の支援の充実など多様な施策を推進す
るとともに、民間資金の活用などの大学の自助努力により、支援目標２０％の達成を目指す。

予算状況

【科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）】

特別研究員事業（DC）
１１０億円【拡充】
４,６００人（６.２％）

平成２１年度予算

戦略的創造研究推進事業（RA）
３．５億円
１４０人（０.２％）

イメージ（推計値含む）

月額１５万円以上の経済的支援を受ける割合
（博士課程（後期）在学者）

特別研究員事業（DC）
１０６億円
４,４０0人（５.９％）

９８億円
４,０７0人（５.５％）

平成２０年度予算
平成１９年予算額

戦略的創造研究推進事業（RA）
１３億円
５２５人（０.７％）

若手研究者ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出推進事業（RA）
0．2億円【新規】

１２人（０.０２％）

研究成果最適展開支援事業（RA）
2．3億円【新規】

１２７人（０.２％）

※1 博士課程学生は、各種競争的資金制度等により雇用
されているが、ここでは、予算上ＲＡ経費の切り分けが
可能な施策のみを表記しており、記載している予算額、
概算要求額はＲＡ経費分の額（事業総額の内数）である。

※１

※１

※１

※１

※2 RA等は「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況
調査(平成18年実績)」によるもの。各種競争的資金制度等により雇用さ
れた者が含まれる。なお、平成２０年度及び２１年度においては、この
ほか、グローバルＣＯＥ等で支援を受けている学生もいる。

支援目標２０％（約１万５千人）

約1,850人

計9.１％

５０８人

特別研究員
５.９%

ＲＡ等
2.5%

H20

予算

計9.1％

4,６００人
H21

予算
ＲＡ等
2.5%

拡充の
必要!!!

特別研究員
６.２%

戦略ＲＡ等
0.4%

約1,850人２７９人

（事業総額：１．５億円）

（事業総額：３２億円）

（事業総額：４９８億円）

図２３ 博士課程在学者を対象とした生活費相当程度の経済的支援について

戦略
ＲＡ

0.７%

※2

※2

50



※「グローバルＣＯＥプログラム」平成１９年度採択６３拠点を対象に調査
「グローバルＣＯＥプログラムにおける博士課程学生雇用実績調査」 (平成１９年１１月文部科学省）、
『平成１９年度「グローバルＣＯＥプログラム」採択拠点における教育研究活動状況調査』（平成２０年９月文部科学省)より

２１世紀ＣＯＥプログラム グローバルＣＯＥプログラム

平成１９年度

ＲＡ等による
経済的支援を

奨励

※平成19年度グローバルCOE採択拠点のみ

平成１８年度 平成２０年度

～5万円
263人; 14.7%

5～10万円
1154人; 64.5%

10～15万円
342人; 19.1%

15～20万円
29人; 1.6%

20～25万円
2人; 0.1%

15万円未満
受給者

1,759人; 98.3%

15万円以上受給者
31人; 1.7%

　合計
　1,790人
（有効回答数）

25～30万円
10人; 0.5%

30～35万円
2人; 0.1%

20～25万円
102人; 5.0%

15～20万円
190人; 9.3%

10～15万円
745人; 36.5%

5～10万円
887人; 43.5%

～5万円
104人; 5.1%

15万円未満
受給者

1,736人; 85.1%

15万円以上受給者
304人 ; 14.9%

　合計
　2,040人
（有効回答数）

25～30万円
0人; 0.0%

30～35万円
3人; 0.1%

20～25万円
181人; 6.7%

15～20万円
341人; 12.6%

10～15万円
613人; 22.9%

5～10万円
1,303人; 48.3%

～5万円
255人; 9.4%

15万円未満
受給者

2,175人; 80.6%

15万円以上受給者
525人 ; 19.4%

　合計
　2,700人
（有効回答数）

図２４ 博士課程学生に対する経済的支援の充実（２１ＣＯＥ→グローバルＣＯＥ）

○ 「グローバルＣＯＥプログラム」の採択拠点において、一月当たりのＲＡの受給額について採択前後の状
況を確認したところ、生活費相当額の受給者割合が顕著に増加（1.7%→19.4%）
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10,165

226

10,406

16,299

57,720

74,197

0 15,000 30,000 45,000 60,000 75,000

博士課程

修士課程

全体

ＴＡとして雇用される学生数

ＲＡとして雇用される学生数

ＴＡ・ＲＡ採用学生数
（平成１９年度課程別実績）

図２５ 大学院学生に対する経済的支援に関する取組状況（１）

出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月）

○ 修士課程、博士課程ともに、ＲＡまたはＴＡに採用されている学生の割合は３割強と低い。
○ 特に、博士課程学生がＲＡとして雇用されている割合は１割程度にすぎない。

（28.4%）

（4.0%）

（34.9%）

（0.1%）

（21.6%）

（13.5%）
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4.1%

10.0%

28.8%

40 .3%

58.8%

19.7%

28.6%

37.1%

52.4%

4.7%

12.7%

29 .5%

40.9%

60.8%

17.3%

27.6%

36.7%

52.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

⑨実施・検討なし

⑧検 討中

⑦その他の 取組

⑥留学生への奨学金、住居費 補助

⑤基盤 的経費等内部資金によるＴＡ・ＲＡ雇用

④競争 的資金等外部資金によるＴＡ・ＲＡ雇用

③優れ た学生への授業料 免除

②支払困難学生への授業料 免除

①大学独自の奨学金 制度

実施割 合

平成 18年度

平成 19年度

大学院学生に対する経済的支援に関する取組（複数回答）

出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月）、平成18年度大学院活動状況調査（平成19年７月）

図２６ 大学院学生に対する経済的支援に関する取組状況（２）

○ 競争的資金等外部資金によるＴＡ・ＲＡ雇用を行っている大学の割合は低い。

※大学数：590
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図２７ 身に付けたい能力等と身に付いていると見込まれる能力等

  (1)身に付けた

い能力等 

(2)身に付いて

いると見込ま

れる能力等 
差分 

専門的知識・技術を様々な問題に活用できる

専門応用能力 66.5 21.0 45.5 

複数の専門分野を融合できる知識や方法論 63.6 21.7 41.9 
研究等プロジェクトを推進するマネジメント

能力 58.1 19.7 38.4 

学際的な知識や方法論 66.0 35.8 30.2 
幅広い教養的知識 49.5 19.7 29.8 
専門分野の先端的な知識 78.6 50.7 27.9 
実務に必要な問題解決能力 48.5 24.1 24.4 
実務に必要な知識・スキル 46.1 25.2 20.9 
専門分野の研究能力 79.4 58.7 20.7 
予想される進路で必要な基礎的思考方法 46.4 27.4 19.0 
幅広い学問的興味関心 53.1 35.3 17.8 
予想される進路に関する基礎的な知識 47.0 29.6 17.4 
プレゼンテーション能力 67.4 50.2 17.2 
コミュニケーション能力 51.8 34.7 17.1 
専門分野の理論的知識 81.9 65.4 16.5 
専門分野の方法論や分析方法 80.0 63.8 16.2 
豊かな人間性・感受性 38.9 26.2 12.7 
資格取得に必要な知識 20.5 9.1 11.4 
社会人として必要な態度 39.2 29.9 9.3 
倫理観 33.8 26.6 7.2 

○ 博士課程（後期）での教育研究を通じて身に付けたい知識・技能・態度と、課程修了時には身に付いていると
見込まれる知識・技能・態度を比較すると、知識の応用や融合、あるいは組織管理の能力については、必要性
は認識していても現実には博士課程（後期）の期間中に身に付けることが難しいと考えていることがわかる。

（%）

出典：（財）未来工学研究所

「博士課程（後期）の学生、修了者等の進路に

関する意識等についての実態調査」

（2009年3月）

※博士課程（後期）学生2076人が回答
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図２８ 研究開発者（博士課程修了者）の採用実績（過去５年間）

出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」 （2009年1月文部科学省）

○ 規模の大きい企業ほど、博士課程修了者の採用に積極的な傾向にある。
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○博士課程修了直後にポストドクターだった者は、年数の経過とともに、ポストドクター以外の研究開発関連職、特
に専任の大学教員職に就く比率が高くなる。

○一方で、博士課程修了後5年（2002年修了）経過した者の内、２割強が依然として「ポストドクター」に留まっており、
任期付きの職に長期間就いている者も少なくない。

出典：第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 「大学・大学院の教育に関する調査」

（平成２１年３月、文部科学省科学技術政策研究所）

[現在とは、2008年4月1日時点を指す]

23%27%31%
39%

47%

24%20%16%
11%

7% 3%3%3%
3%

3% 11%9%8%7%5%

34%34%36%34%34%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

5年経過
（2002年度修了）

(n=1903)

4年経過
（2003年度修了）

(n=2181)

3年経過
（2004年度修了）

(n=2194)

2年経過
（2005年度修了）

(n=2298)

1年経過
（2006年度修了）

(n=2457)

修了後経過年数（2008年4月時点）

ポストドクター 大学教員（専任） 大学教員（その他）

その他研究開発関連職 医師、歯科医、獣医師、薬剤師 専門知識を要する職

その他 不明 （修了直後にポストドクターとなったことは機関が把握しているが現在の職業は不明）

※本データは、機関が修了直後にポストドクターに

なったことを把握している者に限る。

図２９ 博士課程修了直後にポストドクターとなった者の現在の職業
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図３０ 日米のポストドクターの分野別構成比

工学
1,330人

6.7%

理学
3,460人
17.5%

心理学
1,780人

9.0%

情報科学
120人
0.6%

数学・統計学
500人
2.5%

保健
480人
2.4%

社会科学
690人
3.5%

生物学・農学・ラ

イフサイエンス

11,420人
57.7%

調査対象 19,780人
（Ｓ＆Ｅ分野のポスドク数 49,261人(2006年)）

環境
825人
5.0%

ナノテクノロ

ジー・材料

1,888人
11.5%

エネルギー
409人
2.5%

製造技術
455人
2.8%

社会基盤
482人
2.9%

フロンティア
569人
3.5%

人文・社会
1,589人

9.7%

その他
2,038人
12.4%

不明
398人
2.4%

情報通信
1,282人

7.8%

ライフサイエンス

6,459人
39.4%

総数 16,394人
（2006年度実績）

我が国のポストドクターの重点分野別雇用比率 米国のポストドクター等の分野別構成比

出典：NSF Division of science Resources Statistics, Web CASPAR database system、

NSF Characteristics of Doctoral Scientists and Engineers in the US : 2003, 

Table ７.

出典：大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

－２００６年度実績－ 平成20年8月 科学技術政策研究所／文部科学省

平成１５年度（Ｓ＆Ｅ分野）

○ ポストドクターの専門分野は、日米ともにライフサイエンス等の分野の比率が高い。
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○７割強のポストドクター等が大学・公的研究機関の研究者になることを強く希望している。
○一方、７割弱のポストドクター等は、企業の研究者・技術者になることに前向きであり、

４割強のポストドクター等は、大学・公的研究機関の研究支援者・補助者になることに前向きである。
○さらに、２割強のポストドクター等は、小学校・中学校・高等学校の教員になることに前向きである。

（出典）

「ポストドクター等のキャリア選択に

関する分析」

（2008年12月

文部科学省科学技術政策研究所 ）

※有効回答数1,035人、

有効回答率：66％

図３１ ポストドクター等のキャリア選択の意識

54



○ポストドクター等としての研究活動には大部分の者が満足しているが、現在の雇用条件に満足して
いる者は半数程度である。

出典：「ポストドクター等の研究活動及び生活実態に関する分析」

（平成２０年１０月 文部科学省科学技術政策研究所）

※有効回答数：1,035人、有効回答率：66％

図３２ ポストドクター等の研究・生活への満足感

（給与、社会保障等）

54



※ 北海道大学が、基礎科学領域のポストドクター及び博士課程学生に対して意識調査を実施。回答者数は229名。

「企業での研究の仕事についてどの程度
知っていますか。」

「企業での研究の仕事をどのようにして
知りましたか。」

24名
47名

○ 文部科学省の委託事業「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業」の採択機関のアンケート調査
の結果によると、企業での研究の仕事について「あまり知らない」あるいは「まったく知らない」者の割合は、７割。

○ また、企業での研究の仕事について指導教員から情報を得ていると回答した者の割合は、１割弱。

理学研究科・理学院ＤＣ総数136人

具体的によく
知っている

3%

ある程度知っている
27%

あまり知らない
53%

まったく知らない
17%

テレビや新聞

などの報道
9%

インターネット
25%

知人、友人、先輩
42%

指導教員
9%

その他
15%

理学研究科・理学院ＤＣ総数68人

（左の問で「よく知っている」又は

「ある程度知っている」と回答した者が対象。）

図３３ 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について①
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※ 名古屋大学がポストドクター及び博士課程学生に対して調査を実施。

「将来についてあなたは誰に相談していますか。」（複数回答可） 「指導教員はあなたの就職について親身になって
相談にのってくれますか 。」

○ アンケート調査の結果によると、指導教員に将来について相談している者の割合は、２割弱。
また、実際に相談して「親身になってくれている」以外の回答をした者の割合は、８割。

○ 個人面談結果によると、指導教員に就職を反対された者や就職活動をすることを伝えなかった者もいる。

①指導教員, 81

②研究室の友人・先輩, 
118

③家族, 112

④研究室以外の教員, 
34

⑤研究室以外の友人・

先輩, 123

⑥自分の所属する機関

の就職相談センターな

どのスタッフ, 59

⑦他機関の就職相談セ

ンターなどや人材会社

などのスタッフ, 53

⑧相談したいが相談す

る人がいない,  24

⑨相談することがない

ので誰にも相談してい

ない, 12

⑩その他, 32

①親身になってくれ

ている, 33

②研究以外のことは

相談していない, 53

③研究者になる以

外は否定的である, 
15

④どんな内容の相

談もできない雰囲気

である, 6

⑤話は聞いてくれる

が、具体的なアドバ

イスはもらえない,  33

⑥その他, 22

「指導教員と就職について話し合いを持ったことがありますか。」

44.7 26.3 5.3 7.915.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理解し、応援・支援してくれた 理解は示してくれた 反対された

就職活動をすることを伝えなかった その他

総数：４３９
総数：１６２

総数：３８

図３４ 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について②
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出典：「ポストドクター等の研究活動及び生活実態に関する分析」

（平成２０年１０月 文部科学省科学技術政策研究所）

※有効回答数：1,035人、有効回答率：66％

○ 進路については、研究リーダーと意見交換をしないポストドクター等が２割弱を占める。

図３５ ポストドクター等と研究リーダーとの意見交換
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（注）

・「ポストドクター等」とは、以下の者を示す。

" 博士の学位を取得後、任期付きで任用される者であり、①大学等の研究機関で研究業務に従事している者であって、

教授・助教授・助手等の職にない者、②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち、所属

する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者

（博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む。）"

6,407 7,317 7,543

4,929
4,663 5,095

3,516
3,756

3,518

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2004年度 2005年度 2006年度

その他

運営費交付金等

競争的資金・その
他の外部資金

14,854人 15,496人 16,394人

平成16年度 平成17年度 平成18年度

図３６ ポストドクター等の人数の推移（雇用財源別）

○ ポストドクター等の人数は増加傾向にある。
○ その多くは、競争的資金・その他の外部資金で雇用されている。

※「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査 -2006年度実績-」
（平成20年8月 科学技術政策研究所/文部科学省）より作成 56



図３７ 大学等における海外への派遣研究者数

○ 長期派遣者数は、短期派遣者数に比べて数が少なく、減少傾向にある。

出典：「国際研究交流の概況（平成18年度）」（文部科学省）

全体

136,751

137,407124,961

112,022

115,838

52,414
33,480

41,965

50,927

81,921
87,817

94,217

103,204

112,372

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

派遣者総数

(年度）

(人）
期間別

4,163

106,145

136,751

6,9437,6747,5867,0857,1185,6476,044
3,9923,847 6,515 5,877 5,385 4,725

86,631

46,767

37,973
29,633

96,261

109,323

80,732
74,803

44,883

104,698

132,588

119,576

132,682112,372

94,217

87,817

52,414
50,927

41,965

33,480

81,921

103,204

115,838

137,407

112,022

124,961

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

派遣者総数

短期派遣者数

長期（30日超）派遣者数

(人）

(年度）

57



図３８ 大学等における海外からの受入れ研究者数

○ 長期受入れ者数はほぼ横ばいで推移している。

出典：「国際研究交流の概況（平成18年度）」（文部科学省）
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○ 世界トップレベル研究拠点では、研究者の約４割が外国人研究者であり、使用言語は事務部門含め英語。

平成19年度実績 平成20年度実績

199人
(71人; 36%)

462人
(190人; 41%)

302人
(96人; 32%)

578人
(218人; 38%)

103人
(25人; 24%)

116人
(28人; 24%)

研究者
（うち外国人研究者数; ％）

主任研究者
（うち外国人研究者; ％）

その他研究者
（うち外国人研究者; ％）

○研究者の国際化

○研究環境の国際化
・使用言語は事務部門含め英語

・世界トップレベルの研究者を集めた国際的な研究集会を定期的に開催

・世界から優秀なポスドクを公募

○既存拠点の国際化の事例

・１年のうち１ヶ月は海外滞在を義務化 －国際的に研究内容を発信

・全研究者の５０％以上が外国人研究者

・ポスドクの国際公募では、倍率が約３０～４０倍。応募者の約７６％が外国人研究者

・欧米大学と競争の上、獲得した外国人研究者

・Ｗｅｂ上で外国人向けに生活支援のための情報を提供

（５拠点合計）

図３９ 世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラムの現状
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(年)

(人)

平成20年
123,829人

平成17年
80,023人

外国人留学生総数

日本人の海外留学者総数

10万人計画
目標達成

昭和58年

18.066人

平成58年
10,428人

10万人計画
策定

図４０ 外国人留学生の日本留学及び日本人の海外留学

○ 外国人留学生総数は、平成２０年度現在で１２万人強である。
○ 日本人の海外留学者総数は、最近はほぼ横ばいで推移している。

出典：文部科学省調べ

昭和58年
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女性研究者比率（機関別）

図４１ 各国の理工学分野専攻の高等教育卒業者に占める女性割合

○ 理工学分野専攻の高等教育卒業者に占める女性割合について、我が国は諸外国に比べ、
低いレベルにある。
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※「図表で見る教育 ＯＥＣＤインディケータ（2008年版）」より文部科学省作成

注：
１．高等教育には非大学型高等教育（短大等）、大学型高等教育（学部レベル）、上級研究学位プログラム（大学院レベル）を含む。
２．理工学系には、生命科学、自然科学、数学、コンピュータ科学、工学・工業、製造・加工、建築・建設を含む。
３．２５～３４歳就業者の男女各１０万人に対する人数を元に割合を算出（2005年時点）。
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女性研究者比率（機関別）

図４２ 女性研究者比率（機関別）

○ 企業においては、大学に比して女性研究者の割合が依然として低い。

19.9% 20.4%
21.1% 21.5%
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11.2% 11.6%
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0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

大学等 公的機関 企業等・非営利団体 全体

(単位：人）

全体
企業等・

非営利団体
公的機関 大学等

全体 791,224 472,869 37,051 281,304
うち女性 88,674 28,397 4,162 56,115

11.2% 6.0% 11.2% 19.9%
全体 830,545 509,369 36,846 284,330
うち女性 96,133 33,886 4,258 57,989

11.6% 6.7% 11.6% 20.4%
全体 830,474 502,073 37,254 291,147
うち女性 98,690 32,746 4,519 61,425

11.9% 6.5% 12.1% 21.1%
全体 861,901 529,350 37,075 295,476
うち女性 102,948 34,913 4,628 63,407

11.9% 6.6% 12.5% 21.5%
全体 874,690 536,850 36,647 301,193
うち女性 108,547 37,145 4,818 66,584

12.4% 6.9% 13.1% 22.1%
全体 883,386 544,900 35,994 302,492
うち女性 114,942 41,255 4,949 68,738

13.0% 7.6% 13.7% 22.7%
平成20年

研究者数
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研究者数

※科学技術研究調査報告（総務省統計局）より文部科学省作成
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図４３ 女性研究者数及び比率

○ 女性研究者数は漸増しているものの、研究者全体に占める割合は１０％強と欧米に比べると
依然として極めて低いレベルにある。
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「Eurostat 2007/01」（イタリア・フランス：平成16年時点、ドイツ：平成15年時点）

「European Commission “Key Figures2002”」（英国：平成12年時点）

「NSF Science and Engineering Indicators 2006」（米国：平成15年時点）
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※「科学技術研究調査報告（平成20年 総務省統計局）」より

文部科学省作成
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図４４ 職階別 分野別 女性教員採用状況

※文部科学省調べ

○ 教授や准教授における女性研究者の採用割合は低い。

○平成１９年度の女性教員採用状況（職階別）
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図４５ 女性研究者の分野別採用割合（国公私立大学）

○ 理学系、工学系、農学系において、女性研究者の採用割合が低い。
（第３期科学技術基本計画における目標値：自然科学系全体２５％（理学系２０％,工学系１５％,農学系３０％））

※文部科学省調べ

24.3%

34.4%

13.6%

5.9%

11.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

自然科学系全体

保健系

農学系

工学系

理学系

○平成１９年度の教員採用状況

※保健系の採用割合が高いのは、看護等が含まれていることによる。
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○ノーベル賞受賞のきっかけとなった論文を発表する時期は、比較的若い時期が多い。

図４６ ノーベル賞受賞者の業績を上げた年齢の分布（1987～2006）

注） 業績を上げた年齢は、受賞のきっかけとなった論文等の発表時点である。その際に以下の手法を適用した。
　　　①受賞のきっかけとなった論文等の発表年から生まれた年を単純に差し引く。
　　　②複数の論文等が受賞の対象になっている場合は、最初の論文等が発表された年を使用。
　　　③受賞の対象となった論文等の発表時点が特定できない場合は、その中間の年を発表時点と仮定。例えば、
        1990年代の業績であれば、1995年。1990年初めの業績は、1992年。1990年後半の業績は、1998年。
        1990年中頃の業績は1995年。
資料：文部科学省調べ
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○指数は改善しているものの、依然として、若手研究者の自立と活躍の機会を与えるための環境
が不十分との回答が多い。

大学や公的研究機関の若手研究者に自立と活躍の
機会を与えるための環境整備（例えば、テニュア・ト
ラック制の導入、若手対象の競争的資金制度の拡
充、新規採用時に研究を立ち上げる際のスタートアッ
プ資金の提供、研究支援体制の充実、研究スペース
の確保等）は充分と思いますか。 (大学)

不
充

分

充
分

大学や公的研究機関の若手研究者に自立と活躍の
機会を与えるための環境整備（例えば、テニュア・ト
ラック制の導入、若手対象の競争的資金制度の拡
充、新規採用時に研究を立ち上げる際のスタートアッ
プ資金の提供、研究支援体制の充実、研究スペース
の確保等）は充分と思いますか。 (公的研究機関)

不
充

分

充
分

指数

106 7 8 9

問内容

0 1 2 3 4 5

2.9(223)

4.1(120)

3.3(186)

3.9(109)

3.7(200)

4.0(108)

（出典）科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査

（科学技術システム定点調査2008）

（注） 上から２００６年度、２００７年度、２００８年度調査の結果

図４７ 若手研究者に自立と活躍の機会を与えるための環境の整備状況
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図４８ 大学における若手教員の状況（国公私全体）

○ 平成10年度から平成19年度において、大学教員の総数は約22,000人増えているが、 本務教員に占める
37歳以下の若手教員の割合は減少している。

○ 本務教員に占める37歳以下の若手本務教員の割合は、男性教員より女性教員のほうが高い。

出典：「学校教員統計調査報告書」より文部科学省作成
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（注） 全体：本務教員のうち３７歳以下の若手教員の割合

男：男性本務教員のうち３７歳以下の男性若手教員の割合

女：女性本務教員のうち３７歳以下の女性若手教員の割合 62



図４９ 大学における若手教員の状況（国公私別）

○ ３７歳以下の若手教員の割合をみると、国立大学、公立大学は、全体の傾向と同様右肩下がり。
私立大学は横ばいである。

出典：「学校教員統計調査報告書」より文部科学省作成

（注） 全体：本務教員のうち３７歳以下の若手教員の割合

男：男性本務教員のうち３７歳以下の男性若手教員の割合

女：女性本身教員のうち３７歳以下の女性若手教員の割合

・・・37歳以下の若手教員数・・・本務教員数 ・・・37歳以下の若手教員数・・・本務教員数
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○応募状況
○採用状況

○採用若手研究者総数：387人

・科学技術振興調整費分：354人

・自主財源分：33人

○採択大学数
平成１８年度：９大学、平成１９年度：１２大学

平成２０年度：９大学、平成２１年度：６大学 合計：３４大学 （複数採択している大学があるため、左記合計とは一致しない）

図５０ 「若手研究者の自立的研究環境整備促進」における応募・採用状況

○ 平成２１年度現在３４大学においてテニュア・トラック制が実施されている。
○ 平成１８～平成２０年度において、テニュア・トラック教員数は３８７人、採用倍率は約２０倍である。

（平成21年3月31日現在）

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500
(人)

H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20

平成２０年度採択（９機関）

平成１９年度採択（12機関）

平成１８年度採択（９機関）

2321

3387

2419

793 808
629

194
347

263

応募若手研究者総数 総数のうち外国籍研究者数 総数のうち女性研究者数

0

20

40

60

80

100

120

140

160
(人)

H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20

平成２０年度採択（９機関）

平成１９年度採択（12機関）

平成１８年度採択（９機関）

採用若手研究者総数 総数のうち外国籍研究者数 総数のうち女性研究者数

採用倍率

H18：約20倍

H19:約24倍

H20:約15倍

106

153

128

19
13

19
12

19 20

63



（海外）日本人
ポスドク等,

81, 21%

(国内)ポスドク,
157, 40%

（海外）外国人
ポスドク等,

14, 4%

（国内）大学教員,
75, 19%

大学院修了者,
4, 1% その他, 6, 2%

民間企業, 6, 2%

独法・共同利用機
関など研究員, 44,

11%

注） 「（海外）日本人ポスドク等」及び「（海外）外国人ポスドク等」以外は、国内在職。
「（国内）大学教員」は、正規ポストによる常勤教員。
「（国内）ポスドク」には特任教員も含む。
「その他」は医員、教務職員等。

図５１ テニュア・トラック教員の前職

○ テニュア・トラック教員のうち、帰国した日本人研究者が約２割を占める。

採用総数387人
（平成１８～２０年度）
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任期付

米国 日本

日本のデータ出典： 文部科学省調べ

米国のデータ出典： U.S Department of Education, National Center for Education Statistics  IPEDSより集計・作成

91.5%

91.0%

83.3%

73.3%

8.5%

9.0%

16.7%

26.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教授

( N=66,125 )

助教授

( N=38,855 )

講師

( N=20,731 )

助手

( N=37,373 )

職階別任期付任用割合（国立、公立、私立計、2006年）

終身雇用 任期付

90.7%

78.6%

6.8%

2.0%

1.1%

1.7%

10.8%

69.1%

7.4%

1.8%

7.6%

10.6%

24.1%

90.6%

97.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Professor

( N=136,014 )

Associate professor

( N=112,885 )

Assistant professor

( N=119,621 )

Instructor

( N=37,595 )

Lecturer

( N=25,371 )

米国の職階別任期付教員割合（男女計） 2007年

テニュア テニュアトラック 非テニュア

図５２ 役職別 任期付教員割合の日米比較

○米国では、Associate professor（准教授相当）になるまで任期付きで研究実績を積み重ね
（テニュア・トラック）、審査試験に合格後「テニュア（終身在職権）」を取得し、その大学に終身雇用される
のが一般的。

○日本では、助手（2006年当時）においても任期付の割合が27％程度。

※４年制以上の大学教員が対象
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（出典）文部科学省「学校教員統計調査報告書」

＜平均年齢の推移＞
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：  平均年齢 48.3歳
：  平均年齢 48.1歳
：  平均年齢 47.6歳

各年度における年齢構成割合
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＜各年度における年齢構成割合＞

図５３ 大学教員の年齢構成

○ 平成１３年度から平成１９年度までの傾向で大きな変化がある年齢区分をみると、
６０歳～６５歳未満の教員割合は増えているが、３０歳～３５歳未満の教員割合は減っている。

○ 大学等の教員の平均年齢は増加傾向にある。

（出典）文部科学省「学校教員統計調査報告書」より文部科学省作成 65



※１）講師、助教、助手は含まない。

※２）本データは、賃金構造基本統計調査の平成１５年から平成１９年までの５年間

のデータの平均値であり、指数換算は３０～３４歳のデータを１として算出した。
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図５４ 大学教員及び民間研究者の給与の比較

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より文部科学省作成

○ 大学教員及び民間研究者の給与を比較すると、大学教員の給与は、民間研究者の給与に比べ、
ピークの年齢が高い。

【国公私立大学教員（教授・准（助）教授）(※１】
（参考：指数換算）
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(１)ＰＩＳＡ調査(経済協力開発機構(OECD)実施)

※PISA‥Programme for International Student Assessment の略

※調査対象：高校１年生
※調査内容：知識や技能等を実生活の様々な場面で直面する課題に
どの程度活用できるかを評価（記述式が中心）

平均得点の国際比較

２００６年２００３年

数学的リテラシー

科学的リテラシー

１０位／５７カ国・地域

２位／４１カ国・地域 ６位／５７カ国・地域

６位／４１カ国・地域

学力（国際比較）の現状

理 数 教 育 の 充 実 が 必 要

～理数学習に関する子どもの意識～～理数学習に関する子どもの意識～ ～～小学校教員小学校教員のの理科授業に対する意識理科授業に対する意識～～

※出典 「 理数大好きモデル地域事業事前アンケート」（科学技術振興機構）（平成１７年）

小
学
校
の
教
員
の
６
割
以
上
が
、

理
科
の
授
業
を
苦
手
と
考
え
て
い
る
。

N = 2,470 人

理科の授業が得意という割合

27.0

61.9

0

20

40

60

80

得意 苦手

[%
]

※TIMSS‥Trends in International Mathematics and Science Study の略
※IEA‥The International Association for the Evaluation of Educational Achievement の略

※調査対象：小学校４年生、中学校２年生
※調査内容：学校のカリキュラムで学んだ知識や技能等がどの程度習得されているかを評価（選択肢
が中心）

（２）ＴＩＭＳＳ調査(国際教育到達度評価学会（ＩＥＡ）実施）

算数・数学、理科の成績

２００７年２００３年 ２００７年２００３年

小学校算数

中学校数学

３位／２５カ国

５位／４８カ国５位／４６カ国

４位／３６カ国 小学校理科

中学校理科

４位／３６カ国

６位／４６カ国 ３位／４８カ国

３位／２５カ国

図５５ 理数教育に関するデータ

学
年
が
高
く
な
る
に
つ
れ
算
数
・数
学
、

理
科
と
も
に
好
き
と
答
え
る
割
合
が
減
少

す
る
傾
向
。

勉強が好きという割合（教科比較）

※出典 平成１５年度小・中学校教育課程実施状況調査（国
立教育政策研究所）

※上記の表中の数値は、「好きである」「どちらかと言えば好き
である」を合わせた割合（％）

各教科の勉強が好きな児童生徒の割合（平成15年度）

61.8

59.2

48.8

44.6

47.1

74.2

64.1

61.3

58.7

65.4

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

小５ 小６ 中１ 中２ 中３

算数、数学 理科
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「理科、算数・数学の勉強が生活や社会に役立つ」
という割合は他の教科と比べると低い。

教科比較（小中学校）

教科の勉強が生活や社会に役立つと答えた割合（Ｈ15年度）

75.6 75.5
72.4 71.4

74.474.9

65.2

53.4

48.2

60.0

79.1 79.2

67.7

59.6

52.7

57.6

50.5

41.5
39.9 40.0

67.5
69.8

89.3

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

小５ 小６ 中１ 中２ 中３

国語 社会科 算数、数学 理科 外国語

※出典 平成１５年度小・中学校教育課程実施状況調査（国立教育政策研究所）
※上記の表中の数値は、「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」を合わせた割合（％）

他
の
教
科
と
比
較
し
て
、
「理
科
や
算
数
・

数
学
の
勉
強
が
生
活
や
社
会
に
役
立
つ
」

と
思
っ
て
い
る
児
童
生
徒
の
割
合
は
低
い
。

ま
た
、
学
年
進
行
に
伴
っ
て
、
肯
定
的
な

回
答
を
す
る
児
童
生
徒
の
割
合
が
下
が
っ

て
い
る
。

高等学校においても、理数系科目の必要性を認識している生徒の割合は他の教科と比べて一般に低い。教科比較（高等学校）

（「当該科目の勉強は大切」の割合） （「当該科目の勉強は入試等に関係なくても大切」の割合）

※出典 平成１７年度高等学校教育課程実施状況調査（国立教育政策研究所）

国際比較:PISA調査(2006年)

先生は科学の考えが実生活に密接に関わってい
ることを解説してくれると回答した生徒の割合

19%

46%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

日本 ＯＥＣＤ平均

先生が科学と実生活との関わりを教えてくれると考える生
徒の割合がＯＥＣＤ平均に比較して著しく低い。
※上記の表中の数値は、「そうだと思う」または「まったくそうだと思う」と回
答した割合

図５６ 理数教科と社会とのつながり
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※出典 「国際級研究人材の養成・確保のための環境と方策-「個人を活かす」ためのシステムへの移行-」 （2003年12月、文部科学省科学技術政策研究所）

①周囲の大人から知的な刺激を受けた（５２％）

○ 中学・高校段階では教師からの影響を指摘する傾向が見られた。

○ 特に教師からの影響については、博士課程出身者や

大学教員への転身者等の研究者的な素養を持った教師から影響を

受けている例が見られた。

※国際的に活躍する研究者とは、ノーベル賞に代表される国際的科学賞を受賞できる程度の力量を備えた国際的に極めて卓越した研究者。本調査対象は１０２名。

図５７ 国際的に活躍する研究者が子ども時代に影響を受けたもの等

②能動的な好奇心を発揮した（４２％）

○ 刺激を受ける子供の側に能動的な好奇心があることが重要。

③好奇心を引き出し、興味を伸ばす教育（３４％）

○ カリキュラムの枠を離れて進んだ内容を教えられたこと、課外活動などを通じて

教師の授業への姿勢・熱意や教え方から影響を受けていたことを窺わせるものが多かった。
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※出典 「平成20年度中学校理科教師実態調査」（平成20年、JST、国立教育政策研究所）
※出典 「平成20年度高等学校理科教員実態調査」（平成21年、JST、国立教育政策研究所）

理系の部がある学校の割合

※理系の部とは、物理、化学、生物、地学、数学、情報、工学等の部（部、同好会、サークル等）のことを指す。

理系の部を担当する理系教員の割合

理系の部がある学校の割合

71%

34%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高等学校（普通科）(N=700) 公立中学校(N=572)

理系の部活動の指導を担当している理系教員の割合

36%

6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高等学校（普通科）(N=2,422) 公立中学校(N=572)

理系の部活動の指導に力を入れて取り組みたいと思っ

ている理系教員の割合

65%
60%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

高等学校（普通科）(N=2,422) 公立中学校(N=572)

部活動の指導に対する教員の意欲

図５８ 理科クラブの現状

○ 部活動の指導に対する教員の意欲はあるが、理系の部を担当する理系教員の割合が特に公立中学校におい
て低い。

○ また、理系の部がある学校の割合については、公立中学校において低い。
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あなたの学校では、外部の理科の専門家（科学や科学技術の仕事や研究をしている人）が、

生徒に科学や科学技術について教える機会を年に何回程度設けていますか。（全員参加、

希望参加は問わない）(中学校、N=314)

84 %

7 %

8 %

1 %

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

0回

1回

2～3回

6回～

※出典 「小学校理科教育実態調査」（平成20年、JST、国立教育政策研究所）

※教員とは、小学校では学級担当として理科を教える教員、中学校では理科教員のことをいう。

連携の必要性の意識

外部専門家との連携の頻度

理科の理解が進んでいる児童を更に伸ばすためには、外部の専門家との
連携が必要だと思いますか(小学校、N=356)

37 %

53 %

7 %

1 %

1 %

0 % 20 % 40 % 60 %

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

無回答

理科の理解が進んでいる生徒を更に伸ばすためには、外部の専門家との連携が必
要だと思いますか(中学校、N=572)

23 %

53 %

17 %

4 %

2 %

0 % 20 % 40 % 60 %

必要である

どちらかといえば必要である

どちらかといえば必要でない

必要でない

無回答

あなたの学校では、外部の理科の専門家（科学や科学技術の仕事や研究をしている

人）が、児童に科学や科学技術について教える機会を年に何回程度設けていますか。

（全員参加、希望参加は問わない）(小学校、N=356)

48 %

25 %

6 %

1 %

20 %

0 % 20 % 40 % 60 %

0回

1～5回

6～10回

11回～

無回答

中学校小学校

小学校 中学校

図５９ 外部の専門家との連携①

○ 理科の理解が進んでいる児童を更に伸ばすには、外部の専門家との連携が必要かについて、
小学校は約９０％、中学校は約７６％が肯定的に考えている。

○ 外部の理科の専門家が児童生徒に教える機会を全学年を通じて１回も設けていない学校が、
小学校は約４８％、中学校は約８４％ある。

68



※出典 「小学校理科教育実態調査」（平成20年、JST、国立教育政策研究所）
※出典 「平成１９年度理科支援員等配置事業 事業成果アンケート調査」（平成20年3月）

※教員とは、小学校では学級担当として理科を教える教員、中学校では理科教員のことをいう。

○ 理科支援員を配置してから理科の授業がわかるようになったと
回答している児童の割合は約８１％である。

理科支援員（外部人材）の効果

科学館で学習する機会の頻度

あなたの学校では、科学館や科学系博物館など（科学や科学技術についての展示を見

たり学習できる施設）で、理科や生活科について学習する機会を年に何回程度設けて

いますか。(小学校、N=356)

26 %

17 %

12 %

15 %

10 %

1 %

21 %

0 % 10 % 20 % 30 %

0回

1回

2回

3～5回

6～10回

11回～

無回答

小学校 中学校

あなたの学校では、科学館や科学系博物館など（科学や科学技術についての展示を見たり学習でき

る施設）で、理科について学習する機会を年に何回程度設けていますか。（全員参加、希望参加は

問わない）(中学校、N=318)

74 %

13 %

11 %

2 %

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

0回

1回

2～3回

4回～

図６０ 外部の専門家との連携②

○ 科学館や科学系博物館などで理科や生活科について学習する機会を全学年を通じて
１回も設けていない学校は、小学校は２６％、中学校は約７４％ある。

○ 外部の専門家との連携は必要だと考えているが、
実際に行っている学校は少ない

理科支援員が配置してから、理科の授業がわかるよう
になったか(児童,N=66,872)

思わない, 5 %

そう思う, 38
%

少しそう思う,
43 %

あまり思わない,

15 %
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※出典 「平成19年度スーパーサイエンスハイスクール意識調査」（平成20年、三菱総合研究所）より作成

スーパーサイエンスハイスクール卒業生（平成17年3月卒業）に対する意識調査

図６１ 理工学系専攻の大学生進路選択に影響を与えたもの

○ 「大学や研究機関の専門家による特別講義や実験・実習」、「大学や研究所、企業、科学館等での見学や学習
教室への参加」が理工学系専攻の大学生進路選択に特に影響を与えている。

29.7

42.9

51.0

42.0

31.0

41.9
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35.9
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0.8
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4.1

13.6

11.3
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13.6

1.1

0.4

0.4

2.3

1.8

0.8

3.8

1.8

2.9

4.3

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理科や数学に多くの時間が割り当てられている時間割(N=263)

一般の高校で習うのとは異なる理科や数学の授業内容(N=254)

個人や班で行う自主的な研究活動（課題研究）(N=257)

大学や研究機関の専門家による特別講義や実験・実習(N=307)

最先端の研究や技術開発をしている科学者や技術者の講演会等(N=271)

大学や研究所、企業、科学館等での見学や学習教室への参加(N=265)

科学コンテストへの参加(N=105)

プレゼンテーションする力を高める学習(N=220)

英語で表現する力を高める学習(N=103)

他の高校の生徒との交流(N=141)

理科や数学、科学技術に関するクラブ活動(N=80)

海外の高校等との交流(N=59)

とても影響があった  ある程度影響があった あまり影響はなかった 全く影響はなかった  わからない          

８３８３ ％％

８３８３ ％％
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※出典 「進路選択に関する振り返り調査-大学生を対象として-」
（平成17年、ベネッセコーポレーション）

文系・理系を意識した時期

12.9 40.0 30.2 12.2

2.6

1.3

0.8

0 20 40 60 80 100

［％］

小学校 中学校 高校1年生 高校2年生 高校3年生 大学入学後 無答不明

図６２ 文系・理系を意識した時期

○ 小・中学生までの段階で、すでに半数が文系・理系を意識している。
○ さらに、高校１年生まで含めると、約８割が文系・理系の適正を意識し終えている。
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橘・フクシマ・咲江 日本コーン・フェリー・インターナショナル株式会社 

代表取締役社長 
室 伏 きみ子   お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科教授 
元 村 有希子   毎日新聞科学環境部記者 
森 下 竜 一   大阪大学大学院医学系研究科教授 
吉 川 誠 一   富士通研究所常任顧問 
吉 見 幹 雄   本田技研工業株式会社専務取締役 
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審議経過（第４期～第５期人材委員会） 

 
＜第４期人材委員会＞ 

第36回 平成19年 3月14日 研究者を取り巻く現状及び第3期科学技術基本計画を踏ま

えた科学技術関係人材政策（平成19年度予算案）について 

第37回 平成19年 7月26日 科学技術関係人材をめぐる最近の動向について 

若手研究者の自立的環境整備促進事業の現況について 

（名古屋大学、九州大学） 

第38回 平成19年11月14日 女性研究者支援モデル育成事業の取り組み状況について

（京都大学、日本女子大学） 

 人材委員会提言にかかる施策の取り組み状況 

第39回 平成20年 2月18日 理数教育等についての現状と今後の課題について 

 学習指導要領の改訂について 

第40回 平成20年 4月21日 科学技術・学術審議会人材委員会の今後の審議課題について 

第41回 平成20年 6月 9日 知識基盤社会が求める科学技術関係の人材像について 

第42回 平成20年 7月15日 社会の多様な場で活躍する人材の養成方策について① 

第43回 平成20年 8月29日 社会の多様な場で活躍する人材の養成方策について② 

第44回 平成20年 9月29日 世界をリードする研究人材の養成方策について① 

 研究資金制度等の人材養成に係る改革について 

 社会の多様な場で活躍する人材の養成方策について③ 

第45回 平成20年10月27日 次世代を担う人材育成方策について 

 グローバル化に対応した人材養成方策について 

 社会の多様な場で活躍する人材の養成方策について④ 

 世界をリードする研究人材の養成方策について② 

第46回 平成20年11月27日 中間まとめに向けた論点整理（案）について 

第47回 平成21年 1月26日 中間まとめ（案）について 

 

＜第５期人材委員会＞ 

第48回 平成21年 3月30日 「科学技術関係人材の社会全体での活躍に向けて（中間ま

とめ）」について 

第四次提言に向けた具体的施策のテーマ（案）について 

第49回 平成21年 4月21日 若手研究者のアカデミアにおける活躍促進のための方策に

ついて 

創造的人材を育成するための方策について 

第50回 平成21年 6月 1日 博士号取得者の社会の多様な場における活躍促進のための

方策について 

大学教員等の人材育成に係る意識改革のための方策について 

第51回 平成21年 7月24日 人材委員会提言（案）について① 

第52回 平成21年 8月31日 人材委員会提言（案）について② 
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